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６）ＧＨの住居 

 ＧＨの住居には、共同生活住居とサテライト型住居の 2 種類があります。一定の地域の範囲内

にある 1以上の共同生活住居とサテライト型住居を一つのＧＨ事業所として指定します。 

 共同生活住居やサテライト型住居はＧＨ事業者が確保します。賃貸、法人自己所有のどちらで

もかまいません。建物種別ではアパート、マンション、一戸建住宅等が利用できます。 

・共同生活住居………複数の居室等に加え、居間・食堂・トイレ・浴室等を共有する住居 

・サテライト型住居…本体の共同生活住居との連携による 1人暮らしに近い形態の住居 

７）三重県内のＧＨの状況 

圏域別 
介護サービス包括型ＧＨ 外部サービス利用型ＧＨ 

事業所数 住居数 合計定員数 事業所数 住居数 合計定員数 

1 桑員圏域 15 18 172    

2 四日市圏域 12 96 378    

3 鈴鹿亀山圏域 11 18 122    

4 津圏域 24 49 278 4 9 39 

5 松阪多気圏域 14 33 206 3 3 16 

6 伊勢志摩圏域 10 29 191    

7 伊賀圏域 12 45 238    

8 紀北圏域 2 3 24 1 1 4 

9 紀南圏域 3 7 53    

県全体 103 298 1662 8 13 59 

 平成 30年 7月 1日現在 

 

８）参考ホームページ 

○県ＨＰ「障がい者：障がい事業者向けＴＯＰ」 

 http://www.pref.mie.lg.jp/SHOHO/HP/60549032672-01.htm 

 指定基準、事業所指定申請の手続、書類提出先、事業所一覧表、関係機関等を掲載しています。 

 

 

※アクセス方法例 

 ①三重県庁公式ＨＰトップからた

どっていく場合 

   三重県庁公式ＨＰトップ 

   ＞健康・福祉・子ども 

   ＞福祉 

   ＞障がい者 

   ＞障害福祉サービス等 

   ＞障がい事業者向けＴＯＰ 

 

 ②次の単語で検索する場合 

  三重県 障がい事業者ＴＯＰ 
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○県ＨＰ「三重県障害者相談支援センター」 http://www.pref.mie.lg.jp/SHOGAIC/HP/index.htm 

 更生相談所としての役割に加え、障がいのある方に対する支援を充実していくことを目的に地

域支援、サービス管理責任者研修、相談支援従事者現任研修等を実施しています。 

○日本グループホーム学会ＨＰ http://www.jgh-gakkai.com/ 

 『グループホーム設置・運営マニュアル』（平成 19 年度厚生労働省障害保健福祉推進事業等補

助金受託事業）をはじめさまざまなマニュアルなどが公開されています。  
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注意 事業所指定ができない場合 

 書類不備（必要書類の未提出や内容の不備）、指定基準等への不適合、現地確認までに建設改修

工事等や建築基準法・消防法の手続が未了の場合等は、事業所指定ができません。 

特に工事や各種手続きには時間がかかりますので、指定申請書類の提出前に工事等を完了させ

るなど、計画的に進めてください。 

 指定要件が整わない場合は、事業開始予定日での指定ができません。追加や再提出を行った書

類を確認した時期に応じて、事業開始予定月の翌月以降の 1 日付で事業所指定を行うこととなり

ます。  
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３）審査、現地確認、受理通知 

 変更届が提出された後、書類審査をします。また、共同生活住居やサテライト型住居の追加や

変更をする場合等は、新規指定申請時と同様に現地確認を行います。 

 指定基準等を満たしている場合で、定員数の変更、共同生活住居の追加、報酬にかかる加算等

の変更については受理通知書を送付します。 

 

注意１：変更が認められない場合 

 書類不備、指定基準等への不適合、現地確認までに建設工事等や建築基準法・消防法の手続が

未了等の場合等は変更ができません。とくに工事や各種手続きには時間がかかりますので、変更

届等の提出前に工事等を完了させるなど、計画的に手続きを進めてください。 

 要件が整わない場合は、変更予定日での処理ができません。追加や再提出を行った書類を確認

した時期に応じて、翌月以降の 1日付で事業所の変更を行います。 

 

注意２：加算等の変更する場合 

 新たに加算を算定したり、基本報酬を変更して報酬単位数が増加する場合、変更届等の書類は

変更の適用日の前月 15日までに提出してください。（前頁参照） 

 提出締切までに変更届等の書類が提出されないと、変更適用日が翌月以降になりますのでご注

意ください。 

 

注意３：基本報酬や加算等の算定要件を満たさなくなった場合 

 基本報酬や加算等について、その算定要件を満たさなくなったり、減算要件に該当するにも関

わらず、変更届を提出せずに加算を算定したまま、減算をしないまま誤った金額の報酬を受領す

ると、事後的に返還しなければなりません。 

 基本報酬や加算等を請求する場合は、事業所がその算定要件を満たしているかよく確認してく

ださい。算定要件を満たさない場合は変更届を提出してください。 
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第 2-3 手続（その他） 

事業所が県に対して行う手続きの例を紹介します。詳細は、三重県ホームページ「障がい事業

者向けＴＯＰ」をご確認ください。 

 

１）体制届の提出（介護給付費等の算定に係る体制に関する届出） 

 前年度実績に基づく報酬区分や加算の算定内容について変更がある場合、毎年 4 月上旬に体制

状況等の届出書を提出する必要があります。変更がない場合は提出不要です。 

※ 報酬の人員配置区分や一部の加算項目においては、前年度の平均実利用者数をもとに配置

要件（常勤換算等）や加算の区分が決まるため、毎年 4 月初めに世話人等の配置状況が要

件を満たしているかどうか十分に確認をお願いします。 

 

２）業務管理体制の報告 

 事業者は、法令遵守等の業務管理体制の整備とその届出が義務づけられます。法人ではじめて

事業所指定を受けた場合は、事業所指定後に提出してください 

 また、法令遵守責任者等が変更となった場合、業務管理体制変更届の提出が必要です。 

 

３）情報の報告及び公表 

 指定事業者は、独立行政法人福祉医療機構の運営する web サイト WAMNET 上の「障害福祉サ

ービス等情報公表システム」により、サービス等の内容、事業者又は施設の運営状況などの障害

福祉サービス等情報を知事に報告しなければなりません。 

 報告された情報は、県で内容を確認したうえで公表されます。 

 

４）事業所メール配信登録 

 制度改正の内容や、必要な手続の案内等の情報については、基本的に e-mail により事業者向け

に情報提供しています。指定を受けた事業者はメール配信の登録書を提出してください。 

 

５）休止・廃止 

 事業者は、当該指定にかかるサービスの事業を廃止、休止しようとするときは、その 1 ヶ月前

までに届け出てください。休止や廃止をする場合は、利用者の退居後の生活環境や援助の継続性

に配慮し、退居に必要な援助をしてください。 

 

６）事故発生報告 

 事業所等は、障害福祉サービス等の提供時に事故等が発生した場合、事故等発生報告マニュア

ルにしたがって速やかに事故発生報告をしてください。 

 

７）指定更新 

 事業所の指定期間は 6 年間です。6 年ごとに指定の更新を受けなければ、指定の効力を失うこ

とになります。有効期限を迎えた事業所は、指定有効期間満了日の前月 15 日までに指定更新申請

書を提出してください。 
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第 3-1 指定基準の概論 

ＧＨの事業所指定や事業実施にあたっては、常に障害者総合支援法に基づく指定基準、責務等

を満たす必要があります。また、報酬を受領する場合は報酬に係る基準を満たす必要があります。 

 このほか、建築基準法・消防法・労働基準法等のその他法令を遵守しなければなりません。 

 

この資料では指定基準等の概要を掲載しています。詳細は下記の法令等をご確認ください。 

法令 
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成 17 年 11月 7 日

法律第 123号）   以下「障害者総合支援法」と記載します。 

指

定

基

準 

指定基準

省令 

障害者総合支援法に基づく指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関

する基準（平成 18 年厚生労働省令第 171 号） 

三重県条

例 

三重県指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準等を定める

条例（平成 25年三重県条例第 21号） 

解釈通知 
障害者総合支援法に基づく指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関

する基準について（平成 18 年障発第 1206001 号） 

報

酬

告

示 

報酬告示 
障害者総合支援法に基づく指定障害福祉サービス等及び基準該当障害福祉サービス

に要する費用の額の算定に関する基準（平成 18年厚生労働省告示第 523号） 

留意事項

通知 

障害者総合支援法に基づく指定障害福祉サービス等及び基準該当障害福祉サービス

に要する費用の額の算定に関する基準等の制定に伴う実施上の留意事項について（平

成 18 年障発第 1031001号） 

 

１）指定基準の全体像 

○法人格を有すること 

 ※法人の定款等の事業目的には「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法

律に基づく障害福祉サービス事業」という文言を記載してください。 

○人員基準、設備基準、運営基準を満たしていること 

 ・人員基準…従業者の知識、技能、人員配置等に関する基準 

 ・設備基準…事業所に必要な設備等に関する基準 

 ・運営基準…事業を実施する上で求められる運営上の基準 

○その他障害者総合支援法第 36条第 3項各号に掲げる欠格事項に該当しないこと 

 

２）基準の一般原則 

・利用者の意向、適性、障害の特性その他の事情を踏まえた計画（個別支援計画）を作成し、こ

れに基づき利用者に対して指定障害福祉サービスを提供するとともに、その効果について継続

的な評価を実施することその他の措置を講ずることにより利用者に対して適切かつ効果的に指

定障害福祉サービスを提供しなければならない。  

・利用者又は障害児の保護者の意思及び人格を尊重して、常に当該利用者又は障害児の保護者の

立場に立った指定障害福祉サービスの提供に努めなければならない。  

・利用者の人権擁護、虐待防止等のため、責任者を設置する等必要な体制整備を行い、その従業

者に対し、研修実施等の措置を講ずるよう努めなければならない。 
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３）事業者の責務 

・関係機関との緊密な連携を図りつつ、障害者等の意向、適性、障害の特性その他の事情に応じ

て、常に障害者等の立場に立ってサービス提供を効果的に行うように努めること。 

・サービスの質の評価を行い、必要な取組をすることで、サービスの質の向上に努めること。 

・障害者等の人格を尊重し、法や命令を遵守し、障害者等のため忠実に職務を遂行すること。 

 
※厚生労働省 Ｈ28 サービス管理責任者等指導者養成研修テキスト『障害者総合支援法・児童福祉

法とサービス管理責任者・児童発達支援管理責任者の役割＜共通講義＞』を基に作成 

 

４）業務管理体制の整備 

 事業者は、法令遵守等の業務管理体制の整備と届出が義務づけられます。業務管理体制の整備

とは、不正事案の発生防止の観点から、事業運営の適正化を図るための体制が整備をさします。 

 

 

参考 業務の見直しと向上 

自己点検票や集団指導の活用について 

 ＧＨなどの障害福祉サービス事業の実施にあたっては、様々な遵守すべき基準があります。以

下の三重県ＨＰでは、障害福祉サービス事業等に係る自己点検表や集団指導の資料について、掲

載しています。事業所における業務見直し（点検）作業等にご活用ください。 

○県ＨＰ「福祉監査：障害福祉サービス事業者」 

 http://www.pref.mie.lg.jp/common/03/ci500004928.htm 

 

みえ福祉第三者評価の受審について 

 福祉サービスの内容等を利用者・事業者以外の第三者（評価機関）が評価するとともに、事業

者自らが自己評価を行い、事業者自らが課題点・問題点等の気づきにつなげ、改善計画を策定し、

実行することにより、福祉サービスの質の向上を図るための評価制度をご活用ください。 

○県ＨＰ「地域福祉：みえ福祉第三者評価」 （県子ども・福祉部地域福祉課 TEL059-224-2256） 

 http://www.pref.mie.lg.jp/FUKUSHI/HP/69836044464.htm 
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業者が勤務すべき時間数」が週 40時間の場合 

   当該事業所の世話人配置（常勤換算）は 1.5  ←（3人×20時間）÷40時間 

※利用者数とは、前年度の平均実利用者数（前年度の延利用者人数の合計÷開所日数）です。 

 ただし、新設～開設後 6月未満の場合   ：定員数×0.9 

     開設後 6月以上 1年未満の場合 ：直近 6月の平均実利用者数 

     定員を増加する場合      ：前年度の平均実利用者数＋増加分定員数×0.9 

例：新設ＧＨにおける世話人・生活支援員の配置要件 

 定員 10人、障害支援区分（想定）は区分 3が 6人、区分 4が 4人の場合 

 ・世話人の要件（常勤換算）  1.5以上←10人×0．9÷6 

 ・生活支援員の要件（常勤換算）1.2以上←0.6{（区分 3利用者が 6人×0．9）÷9} 

                     ＋0.6{（区分 4利用者が 4人×0．9）÷6} 

※外部サービス利用型ＧＨの場合、ＧＨ事業者で生活支援員の配置は不要です。介護サービスに

ついてはアレンジメント（手配）のみを行い、外部の居宅介護事業者等に委託します。 

※日中サービス支援型ＧＨの場合、夜間支援従事者の配置は必須です。また、夜間及び深夜時間

帯以外の時間帯を通じて１人以上の世話人又は生活支援員の配置が必要です。  
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参考 グループホーム利用時の家賃に対する助成制度 

 「生活保護」「市町村民税非課税世帯」に属する障がい者がＧＨなどを利用する場合、その利用

者の家賃に対して「特定障害者特別給付費（補足給付）」が給付されます。上限は月額 10,000 円

です。詳細は、支給決定をする市町の障がい福祉所管課へお問い合わせください。  
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○日中支援加算  

 Ⅰ型 65歳以上又は障害支援区分 4以上の障害者であって、日中を共同生活住居の外で過ごす

ことが困難な利用者に対して必要な支援を行ったとき 

539単位／日（対象利用者が２人以上の場合は 270単位（１人当たり）） 

 Ⅱ型 日中活動サービスの支給決定利用者、地域活動支援センターや介護保険法の通所介護等

の利用者、又は就労している利用者が心身状況等により当該サービス等を利用できない

期間が月に 3日以上ある場合であって、昼間に必要な支援を行ったとき 

区分４～６ 539 単位／日（対象利用者が２人以上の場合は 270 単位（１人当たり）） 

区分３以下 270 単位／日（対象利用者が２人以上の場合は 135 単位（１人当たり）） 

 

○自立生活支援加算  500単位 

 退居する利用者に対し、退居後の居住の場の確保、在宅サービスの連絡調整等行った場合、入

居中 2回、退居後 1回を限度に加算。（退居後に他社会福祉施設に入所の場合は対象外） 

 

○入院時支援特別加算 

 事業所の従事者が病院又は診療所を訪問し、入院期間中の被服等の準備や利用者の相談支援な

ど、日常生活上の支援を行うとともに、退院後の円滑な生活移行が可能となるよう、病院又は

診療所との連絡調整を行った場合。支援内容の記録が必要。 

  ・入院期間が 3日以上 7日未満    561単位／月 （1回以上の支援が必要） 

  ・入院期間が 7日以上       1，122単位／月 （2回以上の支援が必要） 

 

○長期入院時支援特別加算 

 事業所の従事者が病院又は診療所を概ね週に 1 回以上訪問し、入院期間中の被服等の準備や利

用者の相談支援など、日常生活上の支援を行うとともに、退院後の円滑な生活移行が可能とな

るよう、病院又は診療所との連絡調整を行った場合（最大 3月間） 

  介護サービス包括型ＧＨ：122単位／日   日中サービス支援型ＧＨ：150単位／日 

外部サービス利用型ＧＨ：76単位／日 

 

○帰宅時支援加算 

 事業所が利用者の帰省に伴う家族等との連絡調整や交通手段の確保等の支援を行った場合 

  ・帰宅期間が 3日以上 7日未満：187単位／月   帰宅期間が 7日以上：374単位／月 

 

○長期帰宅時支援加算 

 事業者が利用者の帰省に伴う家族等との連絡調整や交通手段の確保等の支援を行った場合 

  介護サービス包括型ＧＨ：40単位／日   日中サービス支援型ＧＨ：50単位／日 

外部サービス利用型ＧＨ：25単位／日 

 

●地域生活移行個別支援特別加算  670単位／日 

 医療観察法に基づく通院医療の利用者、刑務所出所者等に対して、地域で生活するために必要
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な相談援助や個別支援等を行った場合 

 

●通勤者生活支援加算  18単位／日 

 一般の事業所で就労する利用者が 50％以上を占める事業所において、利用者の自活に向けた支

援の質の向上を図るため、主に日中において、職場での対人関係の調整や相談・助言、金銭管

理の指導等、日常生活上の支援を行っている場合 

 

○医療連携加算（Ⅰ型～Ⅳ型）    

●医療連携加算（Ⅴ型） 

 医療機関との連携（委託契約必要）により、看護職員が訪問し、看護の提供を行った場合や介

護職員等にたんの吸引等に係る指導を行った場合等。Ⅴ型のみ体制届提出が必要。 

  1日あたり単位数  Ⅰ型：500  Ⅱ型：250  Ⅲ型：500  Ⅳ型：100  Ⅴ型：39 

 

●福祉・介護職員処遇改善加算    

●福祉・介護職員処遇改善特別加算 

 加算額に相当する福祉・介護職員の賃金改善を行っていること等のほか、「キャリアパス要件」

や「職場環境等要件」を満たす状況に応じて算定。 

 事前に「処遇改善計画」の提出が必要。（翌年度 4 月からの加算算定をする場合は 2 月末まで、

年度途中で新たに加算算定する場合は加算を変更したい月の前月 15日までに提出） 

  加算割合 Ⅰ型：7.4％ Ⅱ型：5.4％ Ⅲ型：3.0％ Ⅳ型：Ⅲ型の 90％ Ⅴ型：Ⅲ型の 80％ 

       特別：1.0％ 

●福祉・介護職員特定処遇改善加算 

2019年度の障害福祉サービス等報酬改定において、職員の確保・定着につなげていくため、上

記の処遇改善加算に加え、福祉・介護職員特定処遇改善加算が創設。（令和元年 10月から適用） 

上記加算のⅠ型、Ⅱ型、Ⅲ型のいずれかを算定していることが必要。 

加算割合 介護サービス包括型ＧＨ  特定加算（Ⅰ）1.8％、同（Ⅱ）1.5％ 

     日中サービス支援型ＧＨ  特定加算（Ⅰ）1.8％、同（Ⅱ）1.5％ 

     外部サービス利用型ＧＨ  特定加算（Ⅰ）2.0％、同（Ⅱ）1.6％ 

 

６）報酬の返還について 

 基本報酬や加算等について、その算定要件を満たさなくなったり、減算要件に該当するにも関

わらず、変更届を提出せずに加算を算定したまま、減算をしないまま誤った金額の報酬を受領す

ると、事後的に返還しなければなりません。 

 基本報酬や加算等を請求する場合は、事業所がその算定要件を満たしているかよく確認してく

ださい。算定要件を満たさない場合は変更届を提出してください。 

 例 福祉専門職員等配置加算Ⅰ型を算定していたが、有資格者職員が辞職して同加算の要件を

満たさなくなった場合  →職員数の変更、加算を算定しない旨の変更届の提出が必要  










